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平成２２年度 当初予算案主要事項説明
府民生活部・健康福祉部

事業名 ドメスティック・バイオレンス対策事業費

予算額 12,500 千円 新規･継続の別 継 続

１ 趣 旨

配偶者暴力相談支援センター（ＤＶ相談支援センター）の機能を持つ家庭支援総合

センターを中心に市町村や関係機関の連携、協力のもと被害者の相談、保護、自立支

援等を実施する。

２ 事業概要

区 分 内 容 所 管

ÌＤＶ専用電話相談の実施 府民生活

健康福祉

相 談 窓 口
ÌＤＶ相談支援センターを府南部・北部に設置

Ì夜間・休日相談の窓口設置 健康福祉

Ì婦人相談員の配置・研修（二次被害防止）

事業内容 Ì市町村相談員等に対する研修

専門的指導の確保 Ì心理療法士によるカウンセリング 健康福祉

目 的

対 象 Ì一時保護委託先の確保（母子生活支援施設等）

方法等 一 時 保 護 機 能 Ì保育士の配置（同伴児対策） 健康福祉

Ì民間シェルターと連携・協力した被害者支援

Ì自立支援グループワークの実施 府民生活

被害者の自立支援
Ì通訳の派遣（外国人被害者への対応）

Ì診断書料の給付（保護命令申立て、就職時の健康 健康福祉

診断等）

Ì被害者支援ネットワーク（民間支援機関との連携、

協 力 機 関 の 一時保護所退所先の確保・迅速な広域連携） 府民生活

連 携 ・ 協 力 Ì福祉施策の円滑な適用（生活保護等） 健康福祉

ÌＤＶ相談支援センター機能の広報啓発

啓 発
ÌＤＶ啓発カードの作成・設置

府民生活
Ì啓発講座

男女共同参画課 企画・推進担当担当課・係名 課・係 電話番号
075-414-4291

075-414-4582家 庭 支 援 課 家庭福祉担当

健康福祉－１



平成２２年度 当初予算案主要事項説明

文化環境部・健康福祉部

事 業 名 子育てサポートセンター事業費

予 算 額 ３３，３００ 千円 新 規 ・ 継 続 の 別 継続

１ 目 的

保育所や幼稚園が、保育や幼児教育に関する専門性や実績を生か

して、地域の子育て相談事業を実施することにより、地域に最も密

着した子育て支援施設としての役割を果たすとともに、地域におけ

る子育て支援をより一層促進

２ 事業内容

事 業 内 容 保育所、私立幼稚園を活用した「子育てサポートセンター」の設置

目 的 子育てサポートセンター事業

対 象 保 育 所 幼 稚 園

方法等 目 的 ◎地域に密着した保育所、私立幼稚園の専門性等を生かし

た身近な相談体制等の整備

内 容 ◎隔週の土曜日(年24回)､ ◎親子関係支援センター事業

専門性を有する保育士に 地域の保護者の育児の悩

よる地域住民を対象とし み等についての教育相談

た子育て相談 ◎地域の子育て力向上事業

地域の団体や父親等と連

携した保育の実施

文教課 幼稚園・専修学校担当 075-414-4817

担当課・係名 課・係 電話番号

こども未来課 企画担当 075-414-4591

健康福祉－２



平成２２年度 当初予算案主要事項説明

健康福祉部

事 業 名 次世代子育て応援パスポート推進事業費

予 算 額 １２，０００千円 新規・継続の別 継続

１ 趣 旨

事業内容 社会全体で子育て家庭を応援するため、子育て支援に取り組む多様な

主体が連携・協働し、府民満足度の高い「子育て応援パスポート」を普

目 的 及

対 象

方 法 等

２ 事業概要

（１）協賛店舗の拡大

・身近な協賛店舗の拡大を目指し、子育て支援ＮＰＯ・市町村等と

連携した協賛企業・店舗の開拓

（２）子育て応援情報の充実

・府民目線の、利用しやすいパスポートを推進するため、ホームペ

ージ等における協賛店舗情報等を充実・強化

（３）関西圏拡大キャンペーンの実施

・商店街・子育て支援ＮＰＯ等と連携し、地域イベント等の実施に

よる携帯型パスポートの普及を促進

・関西府県での相互利用開始に伴う、府県・協賛企業等と連携した

利用促進のためのキャンペーンを実施

担当課・係名 こども未来課 子育て支援担当 課･係 電話番号 075-414-4727

健康福祉－３



平成２２年度 当初予算案主要事項説明

健康福祉部

事 業 名 児 童 虐 待 総 合 対 策 事 業 費

予 算 額 ５５，８５０ 千 円 新規・継続の別 継 続

１ 趣 旨
複雑・困難化する児童虐待に迅速かつ的確に対応するため、家庭支援総合

センターを中心として、関係機関と連携を図り、未然防止、早期発見・早期
対応、再発防止に至るまで、一貫した施策を総合的に推進する。

２ 事 業 概 要
事 業 内 容

区 分 事 業 内 容

目 的 児童虐待予防対策推進

▲

養育上課題のある家庭に対する心理カウンセ
対 象 事業費 ラー、医師、保健師等による相談・支援
方 法 等 ▲

府域全体を網羅する「児童虐待防止ネットワ
ーク会議」の開催

▲

市町村の活動強化に向けて、虐待防止アドバ
イザーの派遣

児童虐待早期対応体制

▲

児童相談所において初期対応等を行う児童虐
強化費 待対応協力員の配置

▲

相談体制・協力体制強化のための児童相談所
・市町村・関係機関等職員への研修

▲

外部アドバイザーの招へい（専門的助言や援
助を行う弁護士）

▲

児童相談業務に対応するＩＴシステムの運営

家庭支援相談機能充実

▲

地域の児童問題に対して相談援助を行う児童
事業費 家庭支援センターの運営 (休日、夜間対応可)

＜舞鶴学園・大和の家に付設＞

「児童相談所業務外部

▲

児童相談所の業務について外部の有識者によ
評価委員会」運営費 り評価

児童虐待再発防止・自

▲

虐待を行った保護者へのカウンセリングを行
立支援事業費 う精神科医の配置

担当課・係名 こども未来課 子育て支援担当 課･係 電話番号 075-414-4727
家庭支援課 家庭福祉担当 075-414-4582

健康福祉－４



平成２２年度 当初予算案主要事項説明

健康福祉部

事 業 名 京都子育て支援医療助成費

予 算 額 １，３１９，９９３千円 新規・継続の別 継 続

子育て世代の医療面における経済的負担及び精神的

目 的 等 負担感の軽減を図り、子育て支援を行うため、市町村

が実施する「京都子育て支援医療費助成事業」に対し

て助成

事業内容

制 度 府 独 自 制 度

目 的

対 象 対象者及び

方 法 等 一部負担金

（上限）

※所得制限なし

担当課・係名 医療保険課 高齢者・福祉医療担当 課･係 電話番号 075-414-4576

健康福祉－５

入院

通院

※金額は「一部負担金額（上限）」

小学１～６年生

１医療機関
２００円／月

１医療機関２００円／月

３，０００円／月

対象年齢
６歳

就　　　　学　　　　前

０歳 ５歳１歳 ２歳 ３歳 ４歳



平成２２年度 当初予算案主要事項説明
健康福祉部

事 業 名 保育サービス充実・強化事業費

予 算 額 １，６６８，９２９千円 新規・継続の別 継 続

１ 趣 旨

市町村が実施する多様な保育サービス等に対する助成

事業内容 ２ 事業概要
（単位：千円）

事業名 助成対象事業 予算額

目 的

対 象 保育所運営助成費 民間保育所運営費 1,369,316

方 法 等

病児・病後児保育 保育所等における病児・病後児に対応す 72,523

事業費 る保健師・看護師の配置

延長保育事業費○新 民間保育所の延長保育に対応する保育士 200,000

の配置

障害児保育事業費 障害児保育を行う場合のスロープ等環境 3,000

整備事業

乳児保育促進事業 乳児保育のための保育士の配置 3,969

費

特定保育事業費 保護者のパートタイム就労時など、一定 1,620

の日時の保育に対応する保育士の配置

休日保育事業費 日曜・祝日等の保育のための保育士の配 3,126

置

保育所地域活動事 保育所の分園推進・保育所体験特別事業 15,375

業

担当課・係名 こども未来課 子育て支援担当 課･係 電話番号 075-414-4581

健康福祉－６



平成２２年度 当初予算案主要事項説明

健康福祉部

事 業 名 子育てに優しい京都府づくり推進事業費

予 算 額 ３０，０００千円 新規・継続の別 新規

１ 趣 旨

子育て支援ＮＰＯ等と連携・協働しながら、育児に対する不安感・負担

感を軽減・解消するため、ソフト・ハードの両面から子育てに優しい街づ

事業内容 くりを推進

目 的 ２ 事業概要

対 象 （１）情報発信事業（５，０００千円）

方 法 等 ・ＮＰＯ等との協働による携帯電話を活用した子育て支援情報の配信

〈実施主体〉京都府、ＮＰＯ等

〈配信内容〉子育て施設情報、イベント情報、育児相談情報等

（２）ネットワーク事業（１３，０００千円）

・子育て家庭の育児負担軽減やリフレッシュを図る交流会を通じ、

府内各地の子育てネットワーク（絆）を充実

〈実施主体〉市町村、ＮＰＯ等

〈参加者〉子育て家庭、子育てＮＰＯ、子育て応援パスポート協賛

企業、行政機関等

（３）施設整備事業（１２，０００千円）

・子育て家庭が利用する公共施設等に育児支援設備を整備

〈実施主体〉市町村

〈対象施設〉市町村庁舎、保健センター、公民館、図書館等

〈対象設備〉乳児用ベッド（おむつ交換台）、ベビーシート等

担当課・係名 こども未来課 子育て支援担当 課･係 電話番号 075-414-4581

健康福祉－７



平成２２年度 当初予算案主要事項説明

健康福祉部

事 業 名 安心保育推進事業費

予 算 額 ５４，３３７千円 新規・継続の別 新 規

１ 趣 旨
社会福祉施設等における事業所内保育施設の整備及び運営経費に助成す

ることにより、福祉人材の確保・定着とワークライフバランスの両立を支

事業内容 援

目 的 ２ 事業概要

対 象 （１）医療機関
方 法 等 府立与謝の海病院に医療従事者が共同利用できる院内保育所(定員10名)を整備

（２）社会福祉施設

区 分 小規模社会福祉施設

① 補助対象 設置費（新築・増改築・改修）、保育遊具等購入費

施

設 補助要件 ・認可外保育指導基準（厚生労働省）に準じる

整 ・定員が３～９名の施設

備

助 基準額等 ・基準額 １，５００万円

成 ・補助率 1/2（乳児の受入等については別途嵩上げ措置）

② 補助項目 運営費（人件費）

運

営 補助対象 ・上記施設整備助成の対象施設の運営費を開所日数に応じて助

費 成

助 ・開所後３年間

成

補 助 率 1/2

（３）その他
国の事業所内保育施設設置補助金交付施設に対する府独自の加算制度

・基準額 事業所内保育施設設置助成金の補助基準額（2,300万円）

・補助率 1/4（中小企業1/6）

担当課・係名 こども未来課 子育て支援担当 課･係 電話番号 075-414-4581

医療課 府立病院担当 075-414-4750

健康福祉－８



平成２２年度 当初予算案主要事項説明
健康福祉部

事業名 家 庭 支 援 充 実 強 化 対 策 費

予算額 46,000千円 新規・継続の別 新 規

１ 趣 旨

児童虐待やＤＶ、障害、非行、ひきこもりなど、複雑・多様化する

家庭問題に迅速・的確に対応するため、家庭支援総合センターを中心

に関係機関の連携・協力のもと、家庭問題に対する総合的・専門的な

相談支援を実施

２ 事業概要

事業内容 ◎総合相談機能の新設 （16,000千円）
総合相談窓口の設置により、幅広い家庭問題へワンストップでの対

目 的 応と専門的なサポートを実施

対 象

方 法 等 ◎企画調整機能の充実強化 （30,000千円）
福祉の中核機関として、２つのチームを設置するとともに、相談者

と関係機関等の橋渡し役を担うコーディネーターを配置

◆家庭支援サポートチームの設置
複雑・多様化する家庭問題に対応するため、弁護士や医
師、臨床心理士等からなる専門家チームを編成し、困難
案件等の対応をサポート

◆家庭復帰・自立支援チームの設置
保護児童の円滑な家庭復帰を目指し、保護者・施設担当
によるグループカウンセリングの実施

◆コーディネーターの配置
相談者と関係機関、関係機関同士との連絡・調整を行う
コーディネーターを配置

担当課・係名 家庭支援課 家庭福祉担当 課・係・電話番号 075-414-4582

健康福祉－９



平成22年度当初予算案主要事項説明

健康福祉部

事業名 小児救急医療体制整備事業費

予算額 ８８，０５４ 千円 新規・継続の別 継 続

１ 趣 旨

① 小児救急医療電話相談事業

子どもの急な発熱やけが等に対する親の不安を解消するとともに、

小児救急医療提供体制の改善を図るため、小児担当看護師等による電

話相談を実施

事業内容

② 小児救急医療体制強化支援事業

２次医療圏ごとに平日夜間や休日の小児診療体制を充実・強化する

目 的 取組に対して支援

対 象

方 法 等 ２ 事業概要

① 小児救急医療電話相談事業

事業内容

□

相談時間 午後７時～午後１１時（準夜帯）

（土曜日は午後３時～午後１１時）

□実施方法 ＃8000番から当番病院の固定電話に転送

② 小児救急医療体制強化支援事業

△

２次医療圏単位で輪番制等により平日夜間・休日の当直体制（オ

ンコール体制含む）を整備する場合に医師等の配置に要する経費に

対して補助

※ 実施医療圏

丹後、中丹、南丹、山城北、山城南

△

地域の実情を踏まえ、内科医等との連携を図り体制を確保

△

京都市が行う休日急病診療所における小児科診療の運営費に対し

て補助

担当課・係名 医療課 地域医療担当 課・係直通電話番号 075-414-4744

健康福祉－１０



平成２２年度 当初予算案主要事項説明
健康福祉部

事 業 名 障 害 者 自 立 支 援 特 別 対 策 費

予 算 額 ６５０，０００千円 新規・継続の別 継続

１ 趣 旨
障害のある人が自立した日常生活又は社会生活を営むことができるよう支援する

ため、緊急的かつ臨時的な事業を実施する。

２ 事 業 概 要

事 業 内 容

目 的
対 象
方法等

障害者支援課 企画担当 075-414-4611
担当課・係名 〃 計画・地域支援担当 課･係 電話番号 075-414-4598

〃 認定・精神担当 075-414-4732
〃 福祉サービス担当 075-414-4596
〃 社会参加担当 075-414-4603

健康福祉－１１

（単位：千円）

区分 事 業 内 容 予  算  額

・新体系移行に伴う既存施設の改修工事費等に対する助成

・グループホーム・ケアホーム開設時の改修工事費やアパート
等の借上げ経費に対する助成

・施設入所者がグループホーム等に入居する際に必要とな
る、生活用品等の購入に対する助成

・地上デジタル放送対応の聴覚障害者用情報受信装置の購
入費に対する助成　　　　　　　　　　　　　　　　　   　　　　　　など

・報酬の日払い方式導入に伴う収入減に対し、従前の収入額
の９割まで保障

・９割保障が適用されない新体系に移行した事業者に従前の
収入額を保障

・施設利用促進のための送迎サービス費用に対する助成

・施設入所者が安心して地域生活へ移行できるよう、退所後も
施設職員が継続して支援を実施する場合に助成

・新体系移行に伴うコストの増加に対する助成　　　　　　など

・制度改正に伴い市町村が実施する支払システムの改修や
広報啓発等に要する経費に対する助成

・市町村が実施する相談支援の充実・強化を図る事業に対す
る助成

・地域自立支援協議会の機能強化を図る事業に対する助成
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　など

基
盤
整
備

施
設
運
営

普
及
啓
発
・
そ
の
他

26,765

534,235

89,000



平成２２年度当初予算案主要事項説明

健康福祉部

事 業 名 障害者福祉サービス等利用支援事業費

予 算 額 １６５，８１５千円 新規・継続の別 継続

１ 趣 旨

障害者の在宅福祉サービス利用等における自己負担額の増加等に

対し、国制度を補完するため、府独自の支援策を実施

２ 事業概要

事 業 内 容

目 的

対 象

方 法 等

３ 負担割合 府１／２、市町村１／２

担当課・係名 障害者支援課 福祉サービス担当 課・係 電話番号 075-414-4600

健康福祉－１２

（単位：千円）

事業区分 予算額 事　業　概　要

自立支援医療 156,010
・負担上限額を国基準の1/2

・国制度にない所得階層を設定

補装具給付 4,961
・市町村民税課税世帯について、一
定の所得階層以下について、負担
上限額を国基準の1/2

総合上限制度 1,253
在宅福祉サービス、自立支援医療、
補装具給付を重複利用する場合の
負担上限額を設定

施設入所の知的障
害児（者）の医療費 3,591 ３割負担を１割負担とする



平成２２年度当初予算案主要事項説明
健康福祉部

事 業 名 障害児福祉サービス等利用支援事業費

予 算 額 ３，１６５千円 新規・継続の別 継続

１ 趣 旨

障害児施設利用に係る保護者の急激な負担増に対し、子育て支援・激変

緩和の観点から、府独自軽減策を実施

事 業 内 容 ２ 事業概要

目 的 ◇ 利用者負担額＜例＞ 食費等実費負担含む

対 象 （単位：円／月）

方 法 等
階 層 区 分 府 国

市町村民税 母子家庭等 0 1,540

通 非課税世帯

低所得２ (障害年金1級等) 1,540 1,540

所
市町村民税 一般 (均等割のみ) 2,040

施 課税世帯

(8～16万円未満) 9,060 9,660

設
(16～23.5万円未満) 9,660

市町村民税 母子家庭等 0 1,000

入 非課税世帯

低所得２ (障害年金1級等) 1,000 1,000

所
市町村民税 一般 (均等割のみ) 2,000

施 課税世帯

(8～16万円未満) 9,000 10,300

設
(16～23.5万円未満) 10,300

※ 通所施設については、月22日利用の場合

※ 生活保護世帯については、負担０円

※ 市町村民税非課税世帯は、平成２２年度からｻｰﾋﾞｽ利用に係る利用者負担は

なくなるが、食費等実費負担は従前どおり

担当課・係名 障害者支援課 福祉サービス担当 課・係 電話番号 075-414-4600

健康福祉－１３



平成２２年度 当初予算案主要事項説明

健康福祉部

事 業 名 障害者地域生活支援事業費

予 算 額 ７９９，９１４千円 新規・継続の別 継 続

１ 趣 旨

障害者の地域生活に対する支援策を実施

２ 事業内容

事 業 内 容

目 的

対 象

方法等

担当課・係名 障害者支援課 企画担当 課・係電話番号 075-414-4611
〃 計画・地域支援担当 075-414-4598
〃 認定・精神担当 075-414-4732
〃 福祉サービス担当 075-414-4596
〃 社会参加担当 075-414-4603

健康福祉－１４

（単位：千円）

予  算  額

● 発達障害者支援事業費 45,100

発達障害者に対する支援・相談を実施

・ 発達障害者支援センター「はばたき」（京田辺市）

・ 圏域支援センター（６箇所）

● 高次脳機能障害者支援事業費 4,400

● 市町村地域生活支援事業費 589,947

● その他の事業 160,467

内             容

府リハビリテーション支援センターにコーディネーターを
配置し、相談（電話・面談）、研修、情報提供及び啓発
等を実施

市町村が実施する相談支援、コミュニケーション支援、
日常生活用具給付事業等に対する補助

ＩＴ活用障害者就労支援事業費、中途失明者指導訓練
事業費、盲ろう者通訳介助員派遣事業費等



平成２２年度当初予算案主要事項説明

健康福祉部

事 業 名 障害者自立支援医療特別対策費

予 算 額 １９，５００千円 新規・継続の別 継続

１ 趣 旨

障害に伴う身体機能の低下を補うために、生命維持に大きく関わる

医療を継続的に受けている身体障害者に対し、医療費を助成

（障害者福祉サービス等利用支援事業の自立支援医療（更生医療）に追加）

２ 対象者及び対象医療

対 象 者 対 象 医 療

呼吸器の機能障害で身体 在宅酸素療法

障害者手帳３級所持者

事 業 内 容 ぼうこう又は直腸の機能 ぼうこう又は直腸の機能障害となった

障害で身体障害者手帳３ 原因疾患及びストマ（人工肛門、人工

目 的 級所持者 ぼうこう）周辺の感染防止等の治療

対 象

方 法 等 ３ 補助対象経費

医療保険適用における本人負担額３割（高齢者１割）

４ 利用者負担

障害者福祉サービス等利用支援事業（自立支援医療）の負担どおり

所 得 階 層 負 担 上 限 月 額

（重度かつ継続の区分を適用）

市町村民 障害基礎年金２級相当
1,250円

税非課税 障害基礎年金１級のみ

上記以外 2,500円

所得割 ３万３千円未満 2,500円

市町村民 所得割 ３万３千円以上

税課税 ２３万５千円未満
5,000円

所得割２３万５千円以上 20,000円

５ 実施主体 市町村

６ 負担割合 府１／２、市町村１／２

担当課・係名 障害者支援課福祉サービス担当 課・係 電話番号 075-414-4596

健康福祉－１５



平成２２年度 当初予算案主要事項説明

健康福祉部

事 業 名 重度障害児（者）在宅生活支援事業費

予 算 額 １５，０００千円 新規・継続の別 新規

１ 趣 旨

医療的ケアが必要な重度心身障害児（者）に対するサービス提供体制を充実し、当

事者や家族の負担を軽減する。

医療的ケア…人工呼吸器や気管切開による痰吸引、経管栄養（胃ろう等）、

導尿等の医療行為

事 業 内 容

目 的 ２ 事 業 概 要

対 象

方 法 等 事業内容 看護師の配置等により、医療的ケアの必要な重度障害者等の受入を

推進する生活介護事業所等に対し助成を実施

事業主体 市 町 村

補助対象 看護師加配経費、設備整備費等

事 業

補助対象 生活介護事業所等（１０箇所程度）

施 設

負担割合 府１／２ 市町村１／２

担当課・係名 障害者支援課 福祉サービス担当 課･係 電話番号 075-414-4596

健康福祉－１６



平成２２年度 当初予算案主要事項説明

健 康 福 祉 部

事 業 名 発達障害児早期発見・早期療育支援事業費

予 算 額 ２２，７１０千円 新規・継続の別 継続（拡充）

１ 趣 旨

発達障害児の早期発見・早期療育を行うため、市町村等と共同し
て保育所・幼稚園における５歳児を対象にしたスクリーニングや事
後支援等を実施

２ 事業内容
(1) 専門的・広域的事業 ５，０００千円

事 業 内 容

目 的
対 象
方法等

(2) 市町村に対する支援【拡充】 １７，７１０千円

○ 事業実施期間 ３年間 （⑳～○22）

担当課・係名 障害者支援課 認定・精神担当 課・係電話番号 075-414-4732

健康福祉－１７

技 術 指 導 市町村事業の進め方、人員配置等の指導

発達クリニック 医療面からの専門的チェック・相談

保育士・幼稚園教諭等に対する研修

府民に対する啓発
研 修 ・ 啓 発

補 助 対 象 事業
保育所・幼稚園におけるスクリーニング、相談、事後支援
事業

補 助 対 象 経費 医師・臨床心理士の謝金・旅費

補 助 率 １／２

実施予定市町村 20年度：13市町村→21年度：18市町村→22年度：25市町村



平成２２年度 当初予算案主要事項説明

健康福祉部

事 業 名 妊婦健康診査支援特別対策費

予 算 額 ７９３，９４６千円 新規・継続の別 継 続

１ 趣 旨

市町村が実施する妊婦健診について、最大１４回に拡充するために必

要な経費を助成

事業内容

２ 事業概要

目 的 「京都府こども未来基金」を活用し、経費の1/2を市町村に対し補助

対 象

方 法 等

＜20年度まで＞ ＜21～22年度＞

９回 ９回

個人負担又は

市町村任意助成 府 1/2 市町村 1/2

５回 ５回

市町村 市町村

３ 事業期間

平成２２年度までの２年間の緊急措置

担当課・係名 こども未来課 子育て支援担当 課･係 電話番号 075-414-4581

健康福祉－１８



平成２２年度 当初予算案主要事項説明

健康福祉部

事 業 名 子育て支援特別対策費

予 算 額 ９９４，０００千円 新規・継続の別 継 続

１ 趣 旨
「京都府こども未来基金」を活用し、子どもを安心して育てることが

できる体制整備を実施

２ 事業概要
事業内容

事業名 概 要

目 的

対 象 保育所等整備 ①保育所等緊急整備事業

方 法 等 事業 平成２２年度末までを集中重点期間とした保育所等

の緊急整備を実施

②放課後児童クラブ設置促進事業

空き教室等を放課後児童クラブとして使用するため

に必要な建物改修等の経費の補助を実施

保育の質の向 保育の質の向上のために保育士を対象に研修を実施

上のための研

修事業

保育士等再就 離職した保育士等の再就業を支援するため、保育現場

業支援事業 の体験プログラムや保育に係る最新の情報を提供する

セミナーを開催

保育所等問題 ①保育士・放課後指導員の「困難ケースへの対応力」、

解決支援事業 「発達障害児などに対する保育・指導力」、「児童虐待

の未然防止能力」などの向上を図るため、保育所・放

課後児童クラブにアドバイザーを派遣

②保護者支援のための市町村の取組に外部の専門家等

を講師として派遣

担当課・係名 こども未来課 子育て支援担当 課･係 電話番号 075-414-4581

健康福祉－１９



平成２２年度 当初予算案主要事項説明

健康福祉部

事 業 名 「 ゆ め こ う ば 」 支 援 事 業 費

予 算 額 ２４，０００千円 新規・継続の別 継 続

１ 趣 旨

就労意欲がある障害者に雇用の場を確保するため、障害者雇用を前提に起業した事業所に

助成を行い、障害者雇用を促進

また、障害者の職業能力を開発し、福祉的就労から一般就労への移行を促すために、施設入

所・通所者を対象に就労訓練及び企業実習を実施

事 業 内 容

２ 事 業 概 要

目 的 （１）ゆめこうば支援事業

対 象 事業内容 ・就労指導等を行うジョブパートナーを配置した就労意欲のある５名程度の

方 法 等 障害者のグループ（ゆめこうば）を単位として助成

・新たに「ゆめこうば協議会」を設置し、各グループの連携強化、人材育成

や事業拡大を支援

事業主体 障害者による事業体（授産施設、共同作業所等がバックアップ）

補助対象 ジョブパートナーの人件費等

補 助 率 府１／２ 市町村１／２

事 業 例 喫茶、物流管理、ビルメンテ等

予 算 額 ２０，５００千円

（２）就労訓練支援事業

事業内容 施設に在籍しながら、直接就業につながる就労訓練・企業実習

事業主体 社会福祉法人

補助対象 就労訓練（２ヶ月）、企業実習（20日を上限）に要する経費

補 助 率 府 １０／１０

事 業 例 農作業（花きの育苗）、家事援助に必要な訓練

予 算 額 ３，５００千円

担当課・係名 障害者支援課 社会参加担当 課･係 電話番号 075-414-4601

健康福祉－２０



平成２２年度当初予算案主要事項説明

健 康 福 祉 部

事 業 名 「府庁ゆめこうば」推進事業費

予 算 額 １２，８６０千円 新規・継続の別 継 続

１ 趣 旨

京都府が知的障害者を非常勤職員として直接雇用するとと

もに、障害者雇用を行う社会福祉法人等に業務を委託するこ

とにより、障害者雇用を促進

事 業 内 容

２ 事業内容
目 的

対 象

▲

業務内容

方 法 等

・本庁における文書仕分け・配布等

非常勤職員として４名程度の障害者を雇用して実施

・地域機関における庁舎清掃等

障害者を雇用する社会福祉法人等に委託して実施

▲

雇用人数 ６名程度

▲

対象経費

・業務経費（人件費等）

・指導員（ジョブパートナー）配置経費

課・係
担当課・係名 障害者支援課 社会参加担当 075-414-4603

電話番号

健康福祉－２１



平成２２年度 当初予算案主要事項説明
府民生活部・健康福祉部

事 業 名 自 殺 対 策 総 合 推 進 事 業 費

予 算 額 ９３，９５０千円 新規・継続の別 新 規

１ 趣 旨
自殺者数が依然高い水準で推移している厳しい状況の中、自殺スト

ップセンターを核として、関係機関相互の連携により、「５つの柱」で
総合的な自殺対策を推進

２ 事業概要
（１）自殺ストップセンターによる対応

事 業 内 容 予算額（千円）

・電話相談時間の延長、面接相談の実施 ２９，３８４

・「いのちのサポートチーム｣(弁護士、ソーシャルワー
カー等)を編成し、相談内容に応じて協働して対応

（２）ハイリスク者へのアプローチ
事 業 内 容 予算額（千円）

事業内容 ○相談支援強化事業 ８，９６６

・弁護士による労働相談、メンタルヘルス相談の実施 （一部再掲）

・多重債務相談の実施、クレジット利用の注意喚起
目 的 ○自殺未遂者対策事業 ３，０００

対 象 ・自殺未遂者と接する医療機関の対応力の向上
方法等 ・救急医療従事者向けのパンフレット作成

（３）自殺予防の気運の醸成
事 業 内 容 予算額（千円）

○広報・啓発促進事業 １２，５００

・近畿府県合同テレビコマーシャルの実施
・シンポジウムの開催

（４）人的基盤の整備
事 業 内 容 予算額（千円）

○対応力向上支援事業 ３，１００

・企業等労務管理者等への臨床心理士の派遣
・かかりつけ医に対するうつ病対応力向上研修の実施

（５）地域活動の強化
事 業 内 容 予算額（千円）

○市町村、団体支援事業 ３７，０００

・市町村が実施する自殺予防対策事業を支援
・いのちの電話、自死遺族団体等民間団体への支援

消費生活安全センター

担 当 課 名 相談・情報担当 課・担当 電話番号 ０７５－６７１－００３０

障害者支援課 認定・精神担当 ０７５－４１４－４６０６

健康福祉部－２２



平成２２年度当初予算案主要事項説明
健康福祉部

事 業 名 「 高 齢 者 見 守 り 隊 」 事 業 費

予 算 額 １１，５００千円 新規・継続の別 継続

地域の隅々まで目が届きにくい状況や、地域のつながりの希薄

目 的 化、社会的孤立・孤独等が発生している中で、地域の様々な団体や

地域住民とともに、地域を支えていく新たな仕組みづくりを支援

市町村社協を軸として、地域のボランティアグループやＮＰＯ、様々

事業内容 な団体、地域住民と協働して、地域の高齢者の見守り活動や地域住

民のニーズに対応したインフォーマル（制度外）サービス提供の仕組

事 業 みづくりを行う。

目 的 内 容

対 象

▲

活動例

方 法 等 各団体の協働、連携による

・地域の高齢者等の見守り活動、配食サービス等

・ふれあいサロン、ミニデイサービス等の運営

・家具の移動、大掃除、買物代行等日常生活の助け合い活動

・活動の担い手養成講座、小地域での相談窓口の開設

・要配慮者見守りマップ等の作成

▲

支援内容

25市町村社協への事業費助成及び府社協活動事務費

▲

実施社協 全市町村社協（⑳～本格実施）

担当課・係名 福祉・援護課 課・係 電話番号 075-414-4551

地域福祉･福祉のまち推進担当

健康福祉―２３



平成２２年度 当初予算案主要事項説明

健康福祉部

事 業 名 高齢者くらしのサポート事業費

予 算 額 ３９，２００千円 新規・継続の別 新 規

１ 趣 旨
高齢者が住み慣れた地域で安心・安全に生活できるよう、暮らし

に必要なサービス等を利用できるよう必要な支援を行う。

２ 事業概要
(1) 高齢者日常生活支援事業 １６，０００千円

事 業 内 容 社会福祉協議会やＮＰＯ等が実施する高齢者の日
常生活を支援するためのサービス利用料を減免す
る場合に、実施団体に対して必要な経費を助成

制度対象者 日常生活支援事業を利用している高齢者で、市町
村民税非課税世帯

事 業 内 容 補 助 単 価 利用者一人当たり 上限 １０千円

(2) 介護予防安心住まい推進事業 １２，０００千円
目 的 事 業 内 容 要介護状態となるおそれの高い高齢者の転倒事故
対 象 防止等のため、市町村が実施する住宅改修補助に
方 法 等 対して助成

制度対象者 市町村が支援の必要を認めた介護認定を受けてい
ない65歳以上の高齢者で、市町村民税非課税世帯

補 助 率 等 補助率 ２／３、上限 １６０千円

(3) 福祉有償運送支援事業 １１，２００千円
福祉車両購入助成 運転協力者養成講習

事 業 内 容 高齢者の移動手段を確 福祉有償運送事業の円
保するため、福祉有償 滑な実施を図るため、
運送事業者の車両購入 運転協力者の養成講習
に対して助成 を実施

実 施 主 体 福祉有償運送事業者 府
（講習実施団体へ委託）

補 助 率 等 補助率 １／２
上限 2,000千円

担当課・係名 福祉・援護課 地域福祉・福祉のまち推進担当 課･係 電話番号 075-414-4569
高齢者支援祉課 長寿・介護予防担当 075-414-4570

健康福祉－ ２４



 
                                      健康福祉部 

事 業 名 福 祉 人 材 ４ ， ０ ０ ０ 人 確 保 事 業 費 

予 算 額 ２，４４２，６５５千円 新規・継続の別 継続 

 

 

 

 

 

事 業 内 容 

 
１ 趣 旨 
  給与水準が相対的に低く、人材も定着しにくい状況にある福祉・介護人材の参

入・定着を図るため、人材の確保や処遇改善等の取組を総合的に推進 
 
２ 目 標 

２３年度までに新たに 4,000 人（うち有資格取得者 2,000 人）の確保 
    
                             （単位：千円） 

2,442,655合　　　計

 府社会福祉協議会が行う民間社会福祉施設整備資金の
貸付原資の貸付

②整備資金借入金利子補給金 244,222
 民間社会福祉施設の整備に係る福祉・医療機構からの
借入金利子支払いに対する補助

職
場
環
境
改
善

民間社会福祉施設整備促進
①整備資金貸付事業費

950,000

小　　　計 1,194,222

小　　　計 731,233

処
遇
改
善

産休・病休代替職員補助事業 18,700  代替職員の雇用を助成し、産休・病休等の取得を支援

民間社会福祉施設職員共済事
業

712,533
 社会福祉施設職員等退職手当共済法による施設職員退
職金の一部負担

・福祉人材バンク登録
・福祉施設職員等への研修等による資質向上

福祉人材・研修センター運営
事業

70,830

 民間社会福祉施設等が行う労働環境整備や離職防止等
の取組に対する支援

事　業　概　要

「きょうと介護・福祉ジョブネット」を中核に、介護
福祉士等の養成学校、職能団体、事業者団体などの幅
広い関係機関と共同・連携して総合的な事業を展開

人
材
確
保
等

小　　　計 517,200

200,000

事　業　名

福祉施設人材確保・サービス
向上補助金(人材確保関連分)

介護・福祉サービス人材確保
プラン推進事業

事業費

246,370

【参考】 

介護職員処遇改善緊急対策費 4,047,387

　介護保険及び障害福祉サービスに従事する職員の賃
金改善を促進するため、処遇改善に取り組む事業者に
対する助成等

担当課・係名 介護・福祉事業課 振興担当 

こども未来課 企画担当 
課・係電話番号

075-414-4561 

075-414-4591 

                   健康福祉―２５ 

平成２２年度当初予算案主要事項説明 

目 的 

 

対 象 

 

方法等 



 
                                      健康福祉部 

事 業 名 介護・福祉サービス人材確保プラン推進事業費 （再掲） 

予 算 額 ２４６，３７０千円 新規・継続の別 継続 

 

 

 

 

 

事 業 内 容 

 
１ 趣   旨 

介護・福祉分野において安定したサービスが可能となるよう、人材

確保や定着を図るための総合的な対策を実施  
                                                                 
２ 事業概要 

「きょうと介護・福祉ジョブネット」（プラットフォーム）を中核

に、介護福祉士等の養成学校、職能団体、介護・福祉事業者団体など

の幅広い関係機関と共同・連携して総合的な事業を展開 
 
【人材確保目標】 
２３年度までに新たに 4,000 人（うち有資格取得者 2,000 人）を確保

事 業 区 分 内     容 

有資格者再就業支援事業 
福祉職場に就職していない介護福祉士

等有資格者の職場復帰を支援 

プラットフォーム運営 ワーキンググループ運営費等 

「福祉の仕事」イメージ回復事業 福祉の仕事の魅力を伝える取り組み等

研修ネットワーク構築事業 
福祉関係団体がそれぞれに実施する研

修の体系化 

進路選択支援専門員設置 学生の進路選択支援 

就業体験（インターンシップ） 
求職者と雇用者のミスマッチを防止す

るための職場体験 

複数事業所連携事業 事業所合同研修、就職説明会等の支援

キャリアアップ研修事業 事業者団体等の集合研修を支援 

福祉人材カフェ事業 
就業相談による就職活動支援（北部サ

テライト含む） 

【新規】 

介護・福祉人材キャリア形成事業 

働きながら介護福祉士等の資格を目指

す介護職員を支援  

担当課・係名 介護・福祉事業課 振興担当 課・係電話番号 075-414-4561 

                   健康福祉―２６ 

平成２２年度当初予算案主要事項説明 

目 的 

 

対 象 

 

方法等 



平成２２年度 当初予算案主要事項説明

健康福祉部

事 業 名 介護職員処遇改善緊急対策費

予 算 額 ４，０４７，３８７千円 新規・継続の別 新 規

１ 趣 旨
介護施設・障害者支援施設等の職員の賃金改善を図るため、処遇

改善に取り組む事業者に対して支援

２ 事業概要

事業内容 介護職員の処遇改善

交付対象 介護職員の賃金改善を含む処遇改善計画を作成し、府

目 的 の承認を得た事業者

対 象

方法等 交 付 額 介護報酬総額×交付率（サービスの種別毎に定める率）

【交付率】 介護分 1.1～4.2％

障害分 0.9～15.5％

事業期間 平成２１年度から平成２３年度まで

事 業 費 介 護施 設 分 ３，２２２，２５５千円

障害者施設分 ８２５，１３２千円

担当課・係名 高齢者支援課 介護計画・管理担当 課・係電話番号 075-414-4579

障害者支援課 福祉サービス担当 075-414-4596

健康福祉－２７



平成２２年度当初予算案主要事項説明

健康福祉部

事 業 名 介護・福祉人材キャリア形成事業費 （再掲）

予 算 額 ３５，０００千円 新規・継続の別 新規

１ 趣 旨

介護・福祉現場における「人材定着」と介護従事者の「専門性向上・スキ

ルアップ」を支援する。

２ 事 業 概 要

介護・福祉施設等に従事している職員に対して、養成校の教員が施設等へ

出向き研修・講義を行い、職員の資格取得や介護技術の向上を支援する。

事 業 内 容

【研修・講義事例】

・介護福祉士等の資格取得を支援するための対策講座

目 的 ・介護技術の向上のための研修 など

対 象

【参考：介護福祉士資格取得支援】

方 法 等

実務経験３年以上

で

受験資格取得

（支援事業）

受験対策講座

合格で資格取得

担当課・係名 介護・福祉事業課 振興担当 課・係電話番号 075-414-4561

健康福祉－２８



平成２２年度 当初予算案主要事項説明

健康福祉部

事 業 名 療養病床あんしん確保緊急対策事業費

予 算 額 ２４，０００千円 新規・継続の別 継 続

１ 趣 旨

療養病床の入院患者に必要な医療・介護サービスを確保するため

のセーフティネットとして、臨時的・緊急的に必要な療養病床の確

保を図る。

２ 事業概要

（１）「がんばる医療療養病床」支援

医療療養病床の維持を図る医療機関（医療区分１患

内 容 者の割合が病床数の４０％を超える場合）に対する

助成

事業内容 補 助
５５，０００円／床・年

目 的 基準額

対 象
補助率 １／２

方法等

（２）「さきがけ医療療養病床」支援

内 容
介護療養病床から医療療養病床へ転換する医療機関

が行う設備整備等に対する助成

補 助 病床数に応じた補助基準額（上限）を設定

基準額 上限：４，０００千円～１０，０００千円

補助率 １／２

対 象
療養環境の改善を図るための設備等の購入、設置等

経 費
に係る経費

【例】特殊浴槽、天井走行リフト、電動ギャッジベッド 等

担当課・担当 高齢者支援課 介護計画・管理担当 課・担当電話番号 075-414-4578

健康福祉－２９



平成２２年度当初予算案主要事項説明
健康福祉部

事 業 名 離職者向け住宅手当緊急支給事業費

予 算 額 ２９０，９８８千円 新規・継続の別 新規

解雇等により住居を失った離職者等に対して、就職活動に必要と

目 的 なる安定した住宅を確保するための住宅手当を支給し、生活の再建

を支援する。

事業内容 【支給対象者】

２年以内に離職した者で、就労能力と就労意欲のあるもののうち、

住宅を喪失または喪失するおそれのある者

目 的 事 業

対 象 内 容 【支 給 額】

方 法 等 生活保護の住宅扶助特別基準額と同額

○単 身 者 ３８，２００円～４２，５００円

○複数世帯 ４９，７００円～５５，０００円

【支 給 期 間】 ６箇月以内

【受 給 手 続】

府保健所及び京都市並びに府内各市福祉事務所

担当課・係名 福祉・援護課 課・係 電話番号 075-414-4557

生活保護医療担当

健康福祉―３０



平成２２年度当初予算案主要事項説明
健康福祉部

事 業 名 離職者緊急一時宿泊事業費

予 算 額 １０６，７２２千円 新規・継続の別 新規

解雇等により住居を失った離職者等に対して、緊急一時的な宿泊

目 的 場所を提供するとともに、福祉事務所等職員による相談、生活指導

等を行うことにより、生活の再建を支援する。

○

緊急一時宿泊施設の設置

事業内容 〈利用対象者〉

住居のない離職者等生活に困窮する者

事 業 〈利 用 期 間〉

目 的 内 容 利用開始から１週間以内

対 象 〈宿 泊 場 所〉

方 法 等 京都府内（京都市除く）４箇所 １０人分

京都市 (１０人分

〈利 用 料〉

無 料

京都府及び京都市で実施 ※京都市へ補助金支給

○

ホームレス対策事業

京都市が実施するホームレスの自立支援事業に対して補助

・自立支援センターによる就労支援・指導等の実施等

担当課・係名 福祉・援護課 課・係 電話番号 075-414-4557

生活保護医療担当

健康福祉―３１



平成２２年度 当初予算案主要事項説明

健康福祉部

事 業 名 母子家庭等緊急就職支援事業費

予 算 額 １０７，０００ 千円 新規・継続の別 新 規

１ 趣 旨

母子家庭の母等に対し、安定した収入を得て自立した生活が送ることが

できるようジョブパーク等と連携して就労・生活支援を行う。

２ 事業概要

事業内容

区 分 事 業 内 容

目 的

対 象 資格取得を目的に修学する母子家庭の母等に支給する

方 法 等 高等技能訓練 給付金の拡充

促進給付金事業 ・対 象 看護師等資格取得養成機関(看護師・介護

福祉士･保育士･理学療法士･作業療法士)に

修学する者

・支給単価 月額 141千円

・支給期間 修業期間の全期間

母子家庭等就職 母子家庭等自立支援センター等において職業訓練等を

支援保育サービ 実施する際に、保育ルームを設置し、参加しやすい環境

ス事業 を整備

母子家庭等就職 専門員を配置し、母子家庭の母等が就業しやすい求人

活動支援事業 先の情報収集や求人要請等の協力依頼を実施

母子家庭等就職 福祉事務所等に訪問支援員を配置し、母子家庭の母等

支援訪問事業 に対する戸別訪問等を含めたきめ細やかな相談対応等

担当課・係名 家庭支援課 母子・父子担当 課･係 電話番号 075-414-4585

健康福祉－３２



平成２２年度当初予算案主要事項説明

健康福祉部

事 業 名 入 所 児 童 緊 急 就 職 支 援 等 事 業 費

予 算 額 116,000 千円 新規・継続の別 新 規

１ 趣 旨

厳しい雇用経済情勢の中、安定的な就職が困難な状況にある

児童養護施設の入所者等に対して就職支援を行い、退所後の自

事 業 内 容 立支援を図るとともに、施設入所児童等の安全確保や生活向上

のため、施設改修や備品購入等の環境改善を図る。

目 的 ２ 事業概要
対 象

方法等

○ 就職支援事業

（内容）就職活動支援、面接指導、就職後のフォロー

アップ、就職先の開拓 等

※ ジョブパークと連携して実施

（対象）児童入所施設等退所(予定)者

○

生活向上のための環境改善事業

（内容）安全対策、環境改善を図るための施設整備・

備品購入に対する補助

（対象）児童入所施設等

担当課名 家 庭 支 援 課 家 庭 福 祉 担 当 課・担当 電話番号 075-414-4582

健康福祉－３３



平成２２年度 当初予算案主要事項説明

健康福祉部

事 業 名 社会福祉施設防災対策等事業費

予 算 額 ３，４２６，０００千円 新規・継続の別 新 規

１ 趣 旨
(1) 社会福祉施設等の入所者の安心・安全を確保するため、事業者が

行う耐震化、スプリンクラー整備等に対して支援を実施

(2) 介護基盤の整備を促進するため、事業者が行う施設整備に対して

支援を実施

事業内容 ２ 事業概要
(1) 社会福祉施設等の耐震化等 （ 1,163,516千円）

区 分 耐震化整備事業 スプリンクラー整備事業

目 的

対 象 事業主体 府（京都市以外の事業者）

方法等 京都市（京都市内の事業者）

交付対象 障害児者関係施設、児童関係施設

(2) 介護施設の基盤整備 （ 2,262,484千円）

区 分 介護基盤緊急整備事業 スプリンクラー整備事業

事業主体 市町村 府（広域型老人福祉施設等）

市町村（小規模多機能型居宅介護事業所）

交付対象 小規模介護施設、地域介 広域型老人福祉施設等（特

護拠点等 別養護老人ホーム等）

小規模多機能居宅介護事業所

高齢者支援課 福祉サービス担当 075-414-4575

担当課・係名 障害者支援課 福祉サービス担当 課・係電話番号 075-414-4596

家庭支援課 家庭福祉担当 075-414-4582

健康福祉－３４



平成２２年度 当初予算案主要事項説明

健康福祉部

事 業 名 あんしん医療制度構築共同検討事業費

予 算 額 ５，０００千円 新規・継続の別 継続

１ 趣 旨

府民の健康確保に必要な医療サービスを将来に

わたり安定的に提供できる制度の構築に資するた

め、あんしん医療制度研究会において調査研究を

事 業 内 容 行う。

目 的 ２ 内 容

対 象 あんしん医療制度研究会の報告を踏まえ、同研

方 法 等 究会の下に、複数のワーキンググループを設置

し、具体的な制度設計等の検討を行う。

【検討内容（予定）】

①市町村国保の都道府県単位化の制度設計に関

する検討

②制度を変更した場合の保険料試算

③他府県と共通する課題（例：健康づくり、医

療と介護の連携）の抽出・検討

担当課・係名 医療企画課 課･係 電話番号 075-414-4629

健康福祉－３５



平成２２年度 当初予算案主要事項説明

健康福祉部

事 業 名 後期高齢者医療保険料増加抑制特別対策費

予 算 額 ５００，０００千円 新規・継続の別 新 規

１ 趣 旨

平成２２・２３年度の保険料については、改

定により大幅な増加が見込まれるため、府独自

の保険料軽減事業に加え、府に設置している基

事 業 内 容 金を活用することにより、高齢者の保険料負担

を軽減
目 的

対 象

方 法 等 ２ 内 容

後期高齢者医療広域連合に対し、保険料増加

抑制に必要な経費として、後期高齢者医療財政

安定化基金を取り崩し交付することにより、保

険料を現行水準並みに抑制

（基金は国、京都府、広域連合が１／３ずつ拠出）

担当課・係名 医療保険課 高齢者・福祉医療担当 課･係 電話番号 075-414-4576

健康福祉－３６



平成２２年度当初予算案主要事項説明

健康福祉部

事 業 名 在宅重症難病患者療養支援事業費
小児慢性特定疾患児家庭支援事業費

予 算 額 ４７，５００千円 新規・継続の別 継 続

１ 趣 旨
難病患者、小児慢性特定疾患患者等の負担軽減を図り、安心して療

養生活を送ることができるよう支援

２ 事業概要

在宅重症難病患者 小児慢性特定疾患患者
●専用相談窓口の設置

事業内容 各保健所（平日 8:30～17:30）に総合相談窓口設置
●ネットワーク会議の開催 ●医師等による専門相談

目 的

対 象 ・難病拠点病院・協力病院、京 ・各保健所で家庭での看護方
方 法 等 都市、保健所等により各医療 法、精神的支援など

圏の医療資源情報等を共有 （年2～3回程度）

●受入体制の整備 ●気軽に相談できる体制づくり

・介護者の疾病等により一時的 ・ピアカウンセラーを通じ
に在宅療養が困難な患者が、 て、保護者同士が交流
円滑に入院できるよう病院に
委託
契約病院 ●日常生活用具・医療用具の購

（難病拠点・協力病院等） 入助成

●療養生活用機器の貸出 ・歩行支援用具、吸入器等

・試用・研修用機器を難病相談
支援センターに配備し、難病
患者等に貸出

（参 考）▲

医療費に対する府助成
特定疾患治療研究事業費 22予算額 2,661,063千円
小児慢性特定疾患対策費 〃 285,244千円

担当課・係名 健康対策課 疾病対策担当 課･係 電話番号 075-414-4725

こども未来課 子育て支援担当 075-414-4727

健康福祉－３７



平成２２年度当初予算案主要事項説明

健康福祉部

事 業 名 が ん 医 療 体 制 整 備 推 進 事 業 費

予 算 額 １０５，４５０ 千円 新規・継続の別 継続

１ 趣 旨

死亡原因の第１位を占める悪性新生物（がん）について、身近な地

域で、質の高い診療を受けることができるよう、がん診療連携拠点病

院、がん診療連携協力病院及び地域医療機関との連携を進め、府内全

域のがん医療水準の向上を図る。

２ 事業概要 （単位：千円）

◆がん対策戦略推進会議 450

△
府立医大・京大のがん専門家により京都府の総合的ながん対策を推進

事 業 内 容

◆がん診療拠点機能強化 105,000

がん診療連携拠点病院や協力病院の運営など、がん対策の取組を強化し、

患者への相談支援機能の充実等、体制を整備

目 的 ・緩和ケアを担う人材の育成

対 象 ・専任職員によるがん登録の充実

方 法 等 ・セカンドオピニオン、がん医療情報等の提供・相談を行う専門職員

の配置

△

がん診療連携拠点病院の機能強化に対する助成 90,000

△

「地域がん診療連携協力病院」の機能強化に対する助成 15,000

※ 地域がん診療連携協力病院：

地域がん診療連携拠点病院が未設置の医療圏において、府独自に設置

担当課・係名 健康対策課 疾病対策担当 課･係 電話番号 075-414-4725

健康福祉－３８



平成２２年度 当初予算案主要事項説明

健康福祉部

事 業 名 がん予防等戦略事業費

予 算 額 ２０，９００千円 新規・継続の別 継続

１ 趣 旨

府民のがん罹患・死亡を戦略的に減少させるため、検診を受診しやすい環

境の整備や民間と協働した予防・普及啓発に取り組むとともに、がん登録等に

事業内容 よる施策の効果測定体制を構築する。

目 的 ２ 事業概要
（単位：千円）

対 象

方 法 等 事 業 内 容 予算額

検診受診体制整備 ○検診等受診率向上推進会議を設置し、受診 1,000

推進事業 しやすい体制整備に向けた取組を推進

健診強化月間推進 ○府独自に啓発強化月間を設定し、民間団体 6,900

事業 等と連携して健診の受診啓発活動を実施

○職場で取り組む健康づくり表彰を実施

保健事業等実施体 ○医療関連データ等の分析のための保健事業 500

制強化事業 企画者を養成

地域健康課題対策 ○地域ごとの健康課題に対応するため、保健 2,500

事業 所が中心となって健康づくりを推進

受診状況等解析事 ○罹患率、受療状況等の把握・分析等を行う 10,000

業 ためのがん登録及び脳卒中登録を実施

担当課・係名 健康対策課 健康づくり担当 課･係 電話番号 075-414-4724

健康福祉－３９



健康福祉部

１　趣旨

２　事業概要

▲
▲

▲

（単位：千円）

健康保険（国保等）負担

224肝炎対策協議会の開催

負担

公費助成

肝炎検査の実施

医療費の助成

７０%

事業費

  肝炎診療の充実及び向上等に係る協議

400,196

国
１／２

府
１／２

３０％

健康福祉－４０

担当課・係名 健康対策課　感染症担当

事業内容

方法等

対 象

目 的

課・係電話番号 075-414-4734

○ウイルス性肝炎（Ｂ型・Ｃ型）を早期に発見するため、検
　査体制を強化

○ウイルス性肝炎治療に効果が高いインターフェロン治療
及び核酸アナログ製剤治療に係る医療費を助成することによ
り、早期治療、肝がんの予防を図る。

患者

内　　容

2,266

　Ｂ型及びＣ型ウイルス肝炎のインターフェロン
治療及び核酸アナログ製剤治療に係る医療費の助
成

  保健所、医療機関における肝炎無料検査

平成２２年度当初予算案主要事項説明

事業名

予算額 ４０２，６８６千円 新規・継続の別 継続

肝 炎 対 策 費



健康福祉部

１　趣旨

２　事業概要

　 （参考）備蓄の考え方

目 的

抗ｲﾝﾌﾙｴﾝｻﾞｳｲﾙｽ薬
の安定的確保

項　目

対 象

継続

健康福祉－４１

担当課・係名 健康対策課　感染症担当 課・係電話番号 075-414-4734

事業概要

◆タミフル等の需要増加に確実に対応できるよう、必要
量の確保を図る。

事業内容

（単位：千円）

平成２２年度当初予算案主要事項説明

事業名 新型インフルエンザ対策事業費

予算額 １２０，９３０千円 新規・継続の別

方法等

　新型インフルエンザのさらなる流行に備え、府民用の抗インフ
ルエンザ薬を備蓄する。
→今年度備蓄４万６千人分

○ 今回追加発注分  ４．６万人分

　　 （現在の備蓄量　４２．７万人分）

厚生労働省通知（H21.1.16）
  抗インフルエンザ薬の備蓄量を、H23年度までに国民の45％相当まで引
き上げ（国と都道府県との折半）
→京都府は、３ヶ年計画（H21～23年度）で備蓄



平成２２年度当初予算案主要事項説明

健康福祉部

事業名 救急医療提供体制整備促進事業費

予算額 ２４，５００ 千円 新規・継続の別 継 続

１ 趣 旨

府内の救急医療体制の充実を図るため、心臓・脳疾患等による救急搬

送患者の増加等に対応できる専門性の高い医師や看護師、特定行為認定

救急救命士の養成に対して支援

事業内容 ２ 事業内容

【医師・看護師】

病院が負担する医師・看護師の専門資格取得等に要する費用に対し助成

目 的 補助基準額 医 師１人当たり ４００千円

対 象 看護師１人当たり ７００千円

方 法 等 補 助 率 １ ／３

対 象 病 院 救急告示病院

【認定救急救命士】

気管挿管等の特定行為を行える救急救命士の養成実習を行う病院に対

する助成

補助基準額 １病院当たり ７３５千円

負 担 割 合 国 １／２、 府 １／２

対 象 病 院 公立、公的、民間病院（救命救急センター除く）

担当課・係名 医療課 地域医療担当 課・係直通電話番号 075-414-4744

健康福祉－４２



平成２２年度当初予算案主要事項説明

文化環境部・健康福祉部

事 業 名 総 合 医 師 確 保 対 策 費

予 算 額 １，８６７，３７３千円 新規・継続の別 拡充

１ 趣 旨
医師の確保が困難な地域等における医療体制を確保するため、病・学

・公が協働、連携し、総合的な医師確保対策の充実・強化を図る。

２ 事業内容

◎ 医師バンクの充実 790,310千円
(1) バンク機能の拡充＜京都に縁のある医師との絆を強化＞（9,000千円）

事 業 内 容

△

府内出身の他府県医学生とのネットワークの構築

(2) 中堅医師の確保 （ 88,000千円）△

地域医療従事医師に対する研修・研究支援

目 的

△

「特命病院助教」の設置 〈医科大学〉

対 象 (3) 指導医の確保 （ 89,050千円）

方 法 等

△

指導医の派遣経費を派遣元病院に対して補助△

医師確保助教枠の設置〈医科大学〉

(4) 若手医師の確保 （600,660千円）〈医科大学〉

(5) 女性、退職医師の復職支援（ 3,600千円）

◎ 地域医療を担う若手医師の育成 123,400千円
(1) 北部勤務医師の府内医科大学院学費免除制度（ 24,200千円）

(2) 地域医療体験プログラム推進事業（ 11,000千円）

(3) 地域医療確保奨学金制度 （ 88,200千円）

貸与対象者 専門研修医、臨床研修医、大学院生、大学生

貸 与 額 月額１５万円

(産婦人科、小児科等の特定診療科は月額５万円加算)

貸 与 枠 ４７名

◎ 与謝の海病院の高度化 700,000千円
・ 地域医療の強化のための高度医療機器整備

◎ 医大の定員増 4,600千円 〈医科大学〉
・ 医大の入学定員増(２名増)に係る教育環境の整備

◎ 救急勤務・産科医等確保支援 249,063千円

・ 地域の救急勤務医、産科医等の確保に対する補助

京都府立医科大学 管理課 課・係直通電話番号 075-251-5211

担当課・係名 健康福祉部医療課 地域医療担当 075-414-4744

〃 府立病院担当 075-414-4750

健康福祉－４３



平成２２年度当初 予算案主要事項説明
健康福祉部

事 業 名 救急勤務医・産科医等確保支援事業費

予 算 額 ２４９，０６３千円 新規・継続の別 新 規

１ 趣 旨

地域の救急及び産科医療を確保するため、救急

勤務医、産科医等に対する支援を実施するなど、

地域医療体制の充実を図る。
事 業 内 容

２ 概 要

医師等への手当を支給する医療機関等（府立病

目 的 院を含む）に対して、支給額のうち2/3を補助

対 象 （国1/3、府1/3）
方 法 等

救急勤務医手当

【対象者】救急医療に従事する医師

Ì休日昼間 13,570円(医師一人･救急勤務一回につき)

Ì夜 間 18,659円( 同上 )

分娩取扱手当

【対象者】産科・産婦人科医師及び助産師

Ì取扱１件 10,000円

産科後期研修医手当

【対象者】後期研修医で産科・産婦人科を選択する者

Ì月 額 50,000円

担当課・係名 医療課 地域医療担当 課･係 電話番号 075-414-4744

健康福祉－４４



平成２２年度当初予算案主要事項説明
健康福祉部

事 業 名 看 護 職 確 保 定 着 対 策 事 業 費

予 算 額 ７１，８８５ 千円 新規・継続の別 継続

１ 趣 旨

助産師課程の開設支援や新人看護職研修により看護職育成を強化し、

職場定着・再就業支援のための研修を実施することにより、看護職の確

保定着の促進を図る。

２ 事業内容

事業内容 (1) 助産師養成施設等整備費補助事業（39,644千円）

新規の助産師養成課程を開設するための施設整備を支援

目 的 (2) 新人看護職員研修事業（25,514千円）

対 象 ① 小規模施設の新人看護職員に対して集合研修を実施

方 法 等 ② 施設におけるＯＪＴ研修を支援

③ 新人教育指導者のための研修を実施

(3) 看護職確保総合対策事業（3,727千円）

① 看護学生や未就業看護職員等を対象にした就業フェアを開催

② 中堅看護師、看護師長を対象とした働き続けるためのワーク・

ライフ・バランス研修を実施

(4) 潜在助産師等再就業支援事業（3,000千円）

未就業の助産師及び助産師免許を持つ看護師に対して、最新の助

産に関する知識・技術の研修を実施

担当課・係名 医療課 医務・看護担当 課・係直通電話番号 075-414-4746

健康福祉－４５



平成２２年度当初予算案主要事項説明

健康福祉部

事業名 在宅医療連携体制整備推進事業費

予算額 １９，１６０千円 新規・継続の別 継 続

１ 趣 旨

高齢化の進展等に伴い、今後需要の増大が見込まれる在宅医療につい

て地域における体制づくりを推進

２ 事業内容
事業内容

(1) 地域における在宅医療の強化 ＜９，１６０千円＞

目 的 ア 地域医療連携推進協議会開催費
対 象

方 法 等 参 加 団 体 各保健所、地域の医療関係機関

事 業 目 的 地域における医療連携体制の構築

協議内容例 医療機関の情報共有による切れ目のないサービス提供の実施

イ 在宅医療サポート事業費

事 業 主 体 京都府（京都府医師会に委託）

事 業 目 的 在宅医療を担う開業医等の確保

事 業 内 容 地域におけるチーム医療（複数の医師による医療提供）の

導入などを推進するための研修会や事例検討会

(2) 訪問看護ステーション支援事業費 ＜１０，０００千円＞

補 助 対 象 新設又は既設の訪問看護ステーション

事 業 内 容 ・新規に開設する訪問看護ステーションの初度備品整備に対して助成

・既設の訪問看護ステーションが看護師を増員した場合に自動車購入助成

担当課・係名 医療課 医務・看護担当 課・係直通電話番号 075-414-4749

健康福祉－４６



平成２２年度当初予算案主要事項説明

健康福祉部

事 業 名 ドクターヘリ共同運航事業費

予 算 額 ４４，５００千円 新規・継続の別 新 規

１ 趣 旨

救急医療体制の整備・充実のため、京都府、兵庫県及び鳥取県の３

府県によるドクターヘリの共同運航を開始

２ 事業内容

事業内容 基地病院に救急専用ヘリコプターを常置

消防機関等からの通報を受け、救急専門医等が同乗し、救急現場か

目 的 ら必要な処置を行い搬送等

対 象 運航範囲は、京都府北部、兵庫県北部及び鳥取県東部を中心

方法等

【基地病院】

○ 公立豊岡病院組合立 豊岡病院（兵庫県豊岡市）

３府県の中心に位置する救命救急センターで、着陸施設を有

する上記病院を基地病院に選定

【受入病院】

○ 公立豊岡病院や府立与謝の海病院など地域の中核病院

【運航管理】

○ 運航及び管理業務は、民間事業者に委託

３ 運航開始時期

平成２２年４月（予定）

担 当 課 ・ 係 名 医療課 地域医療担当 課・係直通電話番号 075-414-4744

健康福祉－４７



平成２２年度当初予算案主要事項説明

健康福祉部

事 業 名 医療施設耐震化推進事業費

予 算 額 ３０２，９２３千円 新規・継続の別 新 規

１ 趣 旨

地震災害等の発生時において、重篤な患者の集中が想定される災害

拠点病院や救命救急センター等の耐震化整備を推進

２ 事業内容

事業内容 医療施設耐震化特例基金を活用し、府内の医療施設のうち未耐震の

病院が実施する耐震化のための新築建替、改築及び耐震補強工事に要

する経費に助成

目 的

対 象 ３ 補助対象

方法等 京都府指定の災害拠点病院、救命救急センター（３次救急病院）、

２次救急病院のうち未耐震の病院 １０箇所

担 当 課 ・ 係 名 医療課 地域医療担当 課・係直通電話番号 075-414-4744

健康福祉－４８



平成２２年度当初予算案主要事項説明

健康福祉部

事 業 名 京都府医師会館整備費補助金

予 算 額 １５０，０００千円 新規・継続の別 継 続

１ 趣旨

社団法人京都府医師会が行う、医師等教育・研修施設及び医療情

報提供施設の整備に対し助成することにより、より安心・安全で質

の高い医療の提供を図る。

事業内容

２ 事業概要

目 的 事業主体 社団法人京都府医師会

対 象 事業内容 京都府医師会館の新築整備費用に対する補助

方法等 設置場所 京都市中京区西ノ京拇尾町２番地１５

（ＪＲ二条駅南側）

工 期 平成２１年度～平成２２年度

担 当 課 ・ 係 名 医療課 医務・看護担当 課・係直通電話番号 075-414-4746

健康福祉ー４９



農林水産 - 14

平成２２年度当初予算案主要事項説明

健 康 福 祉 部

農 林 水 産 部

事 業 名 きょうと「食の安心・安全」確保事業費

予 算 額 ３０，４０６千円 新規・継続の別 継続

１ 趣 旨

多発する食品偽装や残留農薬等、府民の食への不安が高まる中、関係

部局が連携し、食品表示の適正化、食品衛生監視指導等を強化すること

により、府民の食への信頼の回復を図る。

２ 事業内容

○ 食品表示パトロール（継続：２，０００千円）

事業内容 産地偽装など食品表示に関する事件が多発する中、関係職員（農林水

産・健康福祉・府民生活）が合同巡回調査を実施することにより、違反

目 的 事実に効率的かつ迅速に対応し、食の安心・安全を確保する。

対 象

方法等 ○ 食品衛生監視指導（継続：１３，９８６千円）

食品衛生推進員「京の食”安全見はり番”」等による自主衛生管理の

推進、食品衛生監視機動班による事業者への監視・指導の実施や食品等

の残留農薬、添加物等の検査体制を充実し、食の安心・安全を確保する。

○ 食品検査（継続：４，６６９千円）

府内に流通している食品等の検査を行い、その結果を定期的に公表す

ることにより食の安心・安全を確保する。

○ 遺伝子組換え食品検査（継続：４，９５６千円）

ＤＮＡ検査機器により遺伝子組換え食品の分析を実施し、表示内容の

検査を行うことにより、食の安心・安全を確保する。

○ 拠点保健所業務管理基準(ＧＬＰ)導入（継続：４，７９５千円）

ＧＬＰ(業務管理基準)の導入により、精度管理体制の構築、検証体制

の整備を図り、検査の信頼性を確保する。

健康福祉部生活衛生課食品衛生担当 ０７５－４１４－４７７３
担当課・係名 電話番号

農林水産部食の安心・安全推進課食の安全担当 ０７５－４１４－５６５４



平成２２年度 当初予算案主要事項説明

文化環境部・健康福祉部

事 業 名 京都式高校生あんしん修学支援制度

予 算 額 １，２５１，０１４ 千円 新 規 ・ 継 続 の 別 新規

１ 目 的

家庭の経済状況にかかわらず、修学の意志のある私立高校生が

安心して勉学に打ち込めるよう、修学費用（授業料・学用品費）

負担の解消・軽減を行い、経済的理由により学業の継続が困難と

なることがないよう支援し、高校生の修学機会を確保する。

事業内容 ２ 私立高等学校あんしん修学支援事業費 984,864千円

(1) 低所得者世帯の生徒の授業料無償化制度の創設

▲

生保・リストラ世帯 → 全 額 無 償 化

目 的
府内平均授業料(64万円)▲

年収350万円未満世帯 →
まで 実 質 無 償 化

対 象 ▲
府単独助成で学校による全額減免を支援

・生保、リストラ世帯 356,400～118,800円
・年収350万円未満世帯(上記除く) 178,200円

方法等

(2) 学費軽減制度の創設（公私間格差是正）

▲

年収350～1,200万円世帯 → 保護者の学費負担を軽減

・対象世帯に50,000円を助成

３ 高校生給付型奨学金支給事業費 266,150千円

低所得者世帯の子の高等学校進学を促進するため、新たに学用品

費の助成を目的とした制度を創設

・対 象 者 市町村民税非課税世帯で母子、父子、障害者世帯等の子

・助成金額 入学支度金 … 45千円～178千円

奨 学 金 … 年額６万円

担 当 文 教 課 075-414-4517
課・担当 電話番号

課 名 福祉・援護課 075-414-4557
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